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１第 節
財務書類の対象範囲

1　財務書類の対象となる会計

都道府県、市町村（特別区を含む。）及び地方自治法第284条第 １項の一部事務組合並び

に広域連合（以下「地方公共団体」という。）は、一般会計及び地方公営事業会計以外の

特別会計からなる一般会計等財務書類を財務書類作成要領に基づき作成する。

さらに、一般会計等に地方公営事業会計を加えた全体財務書類、全体財務書類に地方公

共団体の関連団体を加えた連結財務書類をあわせて作成することとなる。一般会計等、全

体及び連結財務書類の対象となる団体（会計）は、次のとおりである。

うち
公営企業会計

一部事務組合
広域連合

地方独立行政法人
地方三公社
第三セクター等

特別会計

地方公共団体

　財務書類の対象となる団体（会計）

一般会計

一般会計等 地方公営事業会計

一般会計等財務書類

全体財務書類

連結財務書類

【出典】 総務省公表資料
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２第 節
財務書類の相互関係

統一的な基準に基づく財務書類 ４表の相互関係は、次のとおりとなる（一般会計等財務

書類を前提）。

なお、行政コスト計算書及び純資産変動計算書を １つにまとめて作成することもでき

る。

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

本年度末残高

前年度末残高

純行政コスト

財源

固定資産等

の変動

本年度末残高

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

負債

純資産

資産

貸借対照表 行政コスト
計算書

財務書類 4表構成の相互関係

純資産変動
計算書 資金収支計算書

＋本年度末歳計外
　現金残高

うち
現金
預金

①貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末

歳計外現金残高を足したものと対応します。

②貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産

変動計算書の期末残高と対応します。

③行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

【出典】　総務省公表資料
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具体的に財務書類 ４表の相互関係を示すと、次のようになる。

科　　　　　目

資産合計

金額

896,546
880,832
287,635
163,308
123,101
931
295

590,715
289,219
255,307
13,420

32,769
2,482
4,821
78

4,743
10,893
2,418
1,843
575
375
8,100

1
8,099
23,331
8,753
4,635
9,838
9,838
105

919,877

227,605
203,266
21,646
2,693
16,450
12,928
1,742
1,067
313
400

244,055

科　　　　　目 金額

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

貸借対照表 (単位：百万円)

【資産の部】
固定資産
有形固定資産
事業用資産
土地
建物
その他
建設仮勘定
インフラ資産
土地
建物
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定
物品
無形固定資産
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資及び出資金
出資金
その他
長期貸付金
基金
減債基金
その他

流動資産
現金預金
未収金
基金
財政調整基金
棚卸資産

【負債の部】
固定負債
地方債
退職手当引当金
その他
流動負債

1年内償還予定地方債
未払金
賞与等引当金
預り金
その他

645,827
29,995

675,822
919,877

【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分（不足分）

科　　　　　目 金額

96,152
25,073
16,039
1,067
1,295
6,672
30,627
1,733
6,085
17,403
5,406
40,452
4,045
36,407
94,367
12,057
82,310
40,297
39,114
1,183

150,222
12,266
3,570
8,696
1,075
147
928

161,413

行政コスト計算書 (単位：百万円)

経常費用
業務費用
人件費
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他
物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他
その他の業務費用
支払利息
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失
災害復旧事業費
資産除売却損
臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト

前年度末純資産残高
純行政コスト（△）
財源
税収等
国県等補助金
本年度差額
固定資産等の変動（内部変動）
有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の減少
資産評価差額
無償所管換等
その他
本年度純資産変動額
本年度末純資産残高

純資産変動計算書

科　　　　　目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

(単位：百万円)

693,625
△161,413
157,035
71,299
85,736
△4,378

△24,073
10,857
△209

△17,803
675,822

664,924

△5,881
19,479

△25,778
2,464
△2,046
△24,073
10,857

0
△19,097
645,827

28,701
△161,413
157,035
71,299
85,736
△4,378
5,881

△19,479
25,778
△2,464
2,046

△209
1,294
29,995

科　　　　　目 金額

174,171
79,699
26,388
13,224
4,045
36,042
94,472
8,827
82,310
3,335
197,330
71,193
85,845
40,292
3,570
3,570
19,589

33,929
19,127
2,360
12,442
15,174
1,154
706

13,314
△18,755

20,694
20,171
523

20,428
20,067
361

△266
568
8,185
8,753

資金収支計算書 (単位：百万円)

【業務活動収支】
業務支出
業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出
移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
臨時支出
災害復旧事業費支出

業務活動収支
【投資活動収支】
投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
その他の支出
投資活動収入
基金取崩収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】
財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出
財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

0
0
0

8,753

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高
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科　　　　　目

資産合計

金額

896,546
880,832
287,635
163,308
123,101
931
295

590,715
289,219
255,307
13,420

32,769
2,482
4,821
78

4,743
10,893
2,418
1,843
575
375
8,100

1
8,099
23,331
8,753
4,635
9,838
9,838
105

919,877

227,605
203,266
21,646
2,693
16,450
12,928
1,742
1,067
313
400

244,055

科　　　　　目 金額

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

貸借対照表 (単位：百万円)

【資産の部】
固定資産
有形固定資産
事業用資産
土地
建物
その他
建設仮勘定
インフラ資産
土地
建物
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定
物品
無形固定資産
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資及び出資金
出資金
その他
長期貸付金
基金
減債基金
その他

流動資産
現金預金
未収金
基金
財政調整基金
棚卸資産

【負債の部】
固定負債
地方債
退職手当引当金
その他
流動負債

1年内償還予定地方債
未払金
賞与等引当金
預り金
その他

645,827
29,995

675,822
919,877

【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分（不足分）

科　　　　　目 金額

96,152
25,073
16,039
1,067
1,295
6,672
30,627
1,733
6,085
17,403
5,406
40,452
4,045
36,407
94,367
12,057
82,310
40,297
39,114
1,183

150,222
12,266
3,570
8,696
1,075
147
928

161,413

行政コスト計算書 (単位：百万円)

経常費用
業務費用
人件費
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他
物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他
その他の業務費用
支払利息
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失
災害復旧事業費
資産除売却損
臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト

前年度末純資産残高
純行政コスト（△）
財源
税収等
国県等補助金
本年度差額
固定資産等の変動（内部変動）
有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の減少
資産評価差額
無償所管換等
その他
本年度純資産変動額
本年度末純資産残高

純資産変動計算書

科　　　　　目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

(単位：百万円)

693,625
△161,413
157,035
71,299
85,736
△4,378

△24,073
10,857
△209

△17,803
675,822

664,924

△5,881
19,479

△25,778
2,464
△2,046
△24,073
10,857

0
△19,097
645,827

28,701
△161,413
157,035
71,299
85,736
△4,378
5,881

△19,479
25,778
△2,464
2,046

△209
1,294
29,995

科　　　　　目 金額

174,171
79,699
26,388
13,224
4,045
36,042
94,472
8,827
82,310
3,335
197,330
71,193
85,845
40,292
3,570
3,570
19,589

33,929
19,127
2,360
12,442
15,174
1,154
706

13,314
△18,755

20,694
20,171
523

20,428
20,067
361

△266
568
8,185
8,753

資金収支計算書 (単位：百万円)

【業務活動収支】
業務支出
業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出
移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
臨時支出
災害復旧事業費支出

業務活動収支
【投資活動収支】
投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
その他の支出
投資活動収入
基金取崩収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】
財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出
財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

0
0
0

8,753

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高
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≪参考≫

各財務書類の様式等

１ ≥ 貸借対照表【様式第 １号】
貸借対照表

（令和　年　月　日現在） （単位：　）

科　　　　目 金　額
【資産の部】
固定資産
有形固定資産
事業用資産
土地
立木竹
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
船舶
船舶減価償却累計額
浮標等
浮標等減価償却累計額
航空機
航空機減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定
インフラ資産
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定
所有外管理資産
所有外管理資産減価償却累計額
物品
物品減価償却累計額
無形固定資産
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資及び出資金
有価証券
出資金
その他
投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金
減債基金
その他
その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金
財政調整基金
減債基金
棚卸資産
その他
徴収不能引当金

資産合計

科　　　　目 金　額
【負債の部】
固定負債
地方債
地方債（臨時財政対策債除く）
臨時財政対策債
長期未払金
退職手当引当金
損失補償等引当金
その他
流動負債
１年内償還予定地方債
地方債（臨時財政対策債除く）
臨時財政対策債
未払金
未払費用
前受金
前受収益
賞与等引当金
預り金
その他

負債合計
【純資産の部】
固定資産等形成分
余剰分（不足分）

純資産合計
負債及び純資産合計
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２ ≥ 行政コスト計算書【様式第 ２号】

行政コスト計算書
自 令和　年　月　日
至 令和　年　月　日 （単位：　）

科　　　　　　目 金　　額
経常費用
業務費用
人件費
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他
物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他
その他の業務費用
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失
災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他
臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト
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３ ≥ 純資産変動計算書【様式第 ３号】

純資産変動計算書
自　令和　年　月　日
至　令和　年　月　日 （単位：　）

科　　　　目 合　計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高
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４ ≥ 資金収支計算書【様式第 ４号】
資金収支計算書

自　令和　年　月　日
至　令和　年　月　日 （単位：　）

科　　　　目 金　額
【業務活動収支】
業務支出
業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出
移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入
臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出
臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】
投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出
投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】
財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出
財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高



10

第１章　地方公会計財務書類の様式と関係 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係

以下の資料を参照して、Ａ市の財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産

変動計算書、資金収支計算書）を作成しなさい。なお、資料から判明すること以外

は、考慮しなくてよい。

〔資料〕各財務書類の項目の金額
１ ≥ 貸借対照表

固定資産 619≤500百万円

流動資産

　うち、現金預金 各自推算

　　　　現金預金以外 9≤800百万円

固定負債 158≤900百万円

流動負債 11≤200百万円

純資産 各自推算

２ ≥ 行政コスト計算書

経常収益 28≤000百万円

臨時利益 700百万円

経常費用 135≤800百万円

臨時損失 5≤600百万円

純行政コスト 各自推算

３ ≥ 純資産変動計算書

前年度末純資産残高 485≤100百万円

財源 109≤900百万円

純行政コスト 各自推算

資産評価差額等 △16≤800百万円

本年度末純資産残高 各自推算

４ ≥ 資金収支計算書

業務活動収入 137≤900百万円

投資活動収入 10≤500百万円

財務活動収入 14≤000百万円

業務活動支出 123≤900百万円

投資活動支出 23≤100百万円

財務活動支出 14≤700百万円

前年度末資金残高 5≤600百万円

本年度末資金残高 各自推算

【範例 １－ １】　財務書類 ４表の関係
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答案用紙 （単位：百万円）

① ② ③

④ ⑤ ⑥

⑦ ⑧ ⑨

⑩ ⑪ ⑫

⑬ ⑭ ⑮

⑯ ⑰ ⑱

⑲ ⑳ �

固定負債

貸借対照表

固定資産

純資産
流動資産

現 金 預 金

現金預金以外

流動負債

行政コスト計算書

純行政コスト

臨時利益

経常収益

臨時損失

純資産変動計算書

純行政コスト

財源

資産評価差額等
業務活動支出

資金収支計算書

投資活動支出

財務活動支出

本年度末資金残高

業務活動収入

投資活動収入

財務活動収入

前年度末資金残高

本年度末純資産残高

前年度末純資産残高

経常費用

①

④
⑭

⑮

⑱

⑲

⑥
㉑

⑳

⑪⑦

⑫⑧

⑬⑨

②⑩

⑱

⑰

⑯

⑤

⑥
③

②



12

第１章　地方公会計財務書類の様式と関係 第１章　地方公会計財務書類の様式と関係

解　答 （単位：百万円）

� 問題集　問題 １− １

固定負債

158≤900

貸借対照表

固定資産

619≤500

純資産

465≤500

流動資産

現 金 預 金

現金預金以外

6≤300

9≤800

流動負債

11≤200

行政コスト計算書

純行政コスト

112≤700

臨時利益

700

経常収益

28≤000

臨時損失

5≤600

135≤800

純資産変動計算書

純行政コスト

112≤700

財源

109≤900

資産評価差額等

16≤800
業務活動支出

123≤900

資金収支計算書

投資活動支出

23≤100

財務活動支出

14≤700

本年度末資金残高

6≤300

業務活動収入

137≤900

投資活動収入

10≤500

財務活動収入

14≤000

前年度末資金残高

5≤600

本年度末純資産残高

465≤500

前年度末純資産残高

485≤100

経常費用
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３第 節
帳簿記入の流れ

地方公共団体の会計においても、通常の企業会計と同様、日々仕訳を前提とすれば、基

本的には、①取引の仕訳を仕訳帳に行い、②仕訳で用いた各勘定（総勘定元帳に設けられ

ている）に金額を転記する、の流れで帳簿記入が行われていく。

その後、会計期間末を迎えた段階で、総勘定元帳の記録をもとに、各勘定記入の合計額

や残高を集計して合計残高試算表が作成され、これに整理仕訳（修正仕訳）等を加味し、

財務書類（精算表）が作成されていく。

図解

取
　
　
　
引

⇒
仕訳

仕
　
訳
　
帳

⇒
転記

総
勘
定
元
帳

⇒
集計

（
整
理
前
）
合
計
残
高
試
算
表

⇒
整理仕訳等

（
整
理
後
）
合
計
残
高
試
算
表

⇒
集計

財
務
書
類
（
精
算
表
）

期中の手続 決算手続
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以下のＢ県の資料を参照して、⑴各取引の仕訳を行い、⑵総勘定元帳の作成を行う

とともに、⑶合計残高試算表を作成しなさい。なお、資料から判明すること以外は、

考慮しなくてよい。

〔資料〕期中の取引（収入・支出はすべて現金預金で取引されている）

２月 ４日　住民から住民税500百万円を収受した。

３月 １日　国から体育館建設の補助金として200百万円を受取った。

３月 ３日　地方債300百万円を発行した。

３月10日　体育館（建物）の建設費600百万円を支払った。

３月14日　Ａ法人への長期貸付金として100百万円を支出した。

３月18日　庁舎の電気料金60百万円を支払った。

３月20日　職員に給料140百万円を支払った。

３月25日　公共施設の使用料50百万円を収受した。

３月28日　消耗品20百万円分を購入した（すべて費用計上すべきものである）。

３月31日　賞与等引当金150百万円を計上した。

解　答

⑴　各取引の仕訳（単位：百万円）

借　方　科　目 金　額 貸　方　科　目 金　額

２月 ４日 税収等収入（ＣＦ） 500 税収等（ＮＷ） 500

３ 月 １ 日 国県等補助金収入（ＣＦ） 200 国県等補助金（ＮＷ） 200

３ 月 ３ 日 地方債発行収入（ＣＦ） 300 地方債（ＢＳ） 300

３ 月10日 建　物（ＢＳ） 600 公共施設等整備費支出（ＣＦ） 600

３ 月14日 長期貸付金（ＢＳ） 100 貸付金支出（ＣＦ） 100

３ 月18日 物件費（ＰＬ） 60 物件費等支出（ＣＦ） 60

３ 月20日 職員給与費（ＰＬ） 140 人件費支出（ＣＦ） 140

３ 月25日 使用料及び手数料収入（ＣＦ） 50 使用料及び手数料（ＰＬ） 50

３ 月28日 物件費（ＰＬ） 20 物件費等支出（ＣＦ） 20

３ 月31日 賞与等引当金繰入額（ＰＬ） 150 賞与等引当金（ＢＳ） 150

【範例 １－ ２】　帳簿記入の流れ
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⑵　総勘定元帳の作成（単位：百万円）
①　貸借対照表関係
建　物
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月10日 公共施設等整備費支出（ＣＦ） 600 600

長期貸付金
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月14日 貸付金支出（ＣＦ） 100 100

現金預金
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
２月 ４日 税収等（ＮＷ） 500 500
３ 月 １ 日 国県等補助金（ＮＷ） 200 700
３ 月 ３ 日 地方債（ＢＳ） 300 1≤000
３ 月10日 建物（ＢＳ） 600 400
３ 月14日 長期貸付金（ＢＳ） 100 300
３ 月18日 物件費（ＰＬ） 60 240
３ 月20日 職員給与費（ＰＬ） 140 100
３ 月25日 使用料及び手数料（ＰＬ） 50 150
３ 月28日 物件費（ＰＬ） 20 130

地方債
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月 ３日 地方債発行収入（ＣＦ） 300 300

賞与等引当金
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月31日 賞与等引当金繰入額（ＰＬ） 150 150

②　行政コスト計算書関係
職員給与費
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月20日 人件費支出（ＣＦ） 140 140

賞与等引当金繰入額
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月31日 賞与等引当金（ＢＳ） 150 150

物件費
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月18日 物件費等支出（ＣＦ） 60 60
３ 月28日 物件費等支出（ＣＦ） 20 80
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使用料及び手数料
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月25日 使用料及び手数料収入（ＣＦ） 50 50

③　純資産変動計算書関係
税収等
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
２月 ４日 税収等収入（ＣＦ） 500 500

国県等補助金
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月 １日 国県等補助金収入（ＣＦ） 200 200

④　資金収支計算書関係
人件費支出
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月20日 職員給与費（ＰＬ） 140 140

物件費等支出
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月18日 物件費（ＰＬ） 60 60
３ 月28日 物件費（ＰＬ） 20 80

税収等収入
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
２月 ４日 税収等（ＮＷ） 500 500

使用料及び手数料収入
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月25日 使用料及び手数料（ＰＬ） 50 50

公共施設等整備費支出
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月10日 建物（ＢＳ） 600 600

貸付金支出
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月14日 長期貸付金（ＢＳ） 100 100

国県等補助金収入（投資活動収支）
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月 １日 国県等補助金（ＮＷ） 200 200

地方債発行収入
日　付 相　手　科　目 借　方 貸　方 残　高
３月 ３日 地方債（ＢＳ） 300 300
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⑶　合計残高試算表� （単位：百万円）

勘　定　科　目
合 計 額 残 　 高

借方 貸方 借方 貸方

貸借対照表

建物 600 600

長期貸付金 100 100

現金預金 1≤050 920 130

地方債 300 300

賞与等引当金 150 150

行政コスト計算書

職員給与費 140 140

賞与等引当金繰入額 150 150

物件費 80 80

使用料及び手数料 50 50

純資産変動計算書

税収等 500 500

国県等補助金 200 200

合　　　　計 2≤120 2≤120 1≤200 1≤200

資金収支計算書関係（現金預金の内訳） （単位：百万円）

勘　定　科　目
本年度計上額 本年度末残高

借方 貸方 借方 貸方

人件費支出 140 140

物件費等支出 80 80

税収等収入 500 500

使用料及び手数料収入 50 50

公共施設等整備費支出 600 600

貸付金支出 100 100

国県等補助金収入（投資活動収支） 200 200

地方債発行収入 300 300

合　　　　計 1≤050 920 1≤050 920

� 問題集　問題 １− ２
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以下の資料を参照して、精算表及び資金収支計算書（現金預金の内訳）を作成しな

さい。なお、資料から判明すること以外は、考慮しなくてよい。

〔資料〕

１ ≥ 当期中の業務収入の内訳は、次のとおりである。

税収等収入	 708百万円

（うち、前期末に未収計上したものの徴収額が72百万円ある。）

使用料及び手数料収入	11 4百万円

その他の収入（利息収入）	４  百万円

２ ≥ 当期中の業務収入以外の収入は、次のとおりである。

国県等補助金収入（投資活動）	 72百万円

地方債発行収入	 216百万円

３ ≥ 当期中の業務支出の内容は、次のとおりである。

人件費支出	 444百万円

（うち、賞与等引当金の取崩しによる支払額が144百万円ある。）

物件費等支出	1 68百万円

支払利息支出	 22百万円

４ ≥ 当期中の業務支出以外の支出は、次のとおりである。

公共施設等整備費支出	 288百万円	（土地に係るものである。）

貸付金支出	 72百万円

５ ≥ 当期中の歳入・歳出取引以外の取引は、次のとおりである。

⑴　建物につき減価償却費を14百万円計上する（記帳方法は直接法による。）。

⑵　退職手当引当金114百万円を計上する。

⑶　賞与等引当金156百万円を計上する。

⑷　期末時点における税収等の未収金84百万円を計上する。

６ ≥ 各科目の当期首残高は、答案用紙の精算表を参照のこと。なお、期首の純資産

残高はゼロとする。

【範例 １－ ３】　精算表
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答案用紙

≪精算表≫ （単位：百万円）

勘定科目
本年度期首残高 本年度計上額 本年度末残高

借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方

貸借対照表

土地 840

建物 576

長期貸付金

現金預金 216

未収金 72

地方債 1≤200

退職手当引当金 360

賞与等引当金 144

行政コスト計算書

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

物件費

減価償却費

支払利息

使用料及び手数料

その他（受取利息）

純資産変動計算書

税収等

国県等補助金

合計 1≤704 1≤704
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≪資金収支計算書（現金預金の内訳）≫ （単位：百万円）

勘　定　科　目
本年度計上額

借方 貸方

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

税収等収入

使用料及び手数料収入

その他の収入（利息収入）

公共施設等整備費支出

貸付金支出

国県等補助金収入（投資活動収入）

地方債発行収入

合計
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解　答

≪精算表≫ （単位：百万円）

勘定科目
本年度期首残高 本年度計上額 本年度末残高

借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方

貸借対照表

土地 840 288 1≤128

建物 576 14 562

長期貸付金 72 72

現金預金 216 1≤114 994 336

未収金 72 84 72 84

地方債 1≤200 216 1≤416

退職手当引当金 360 114 474

賞与等引当金 144 144 156 156

行政コスト計算書

職員給与費 300 300

賞与等引当金繰入額 156 156

退職手当引当金繰入額 114 114

物件費 168 168

減価償却費 14 14

支払利息 22 22

使用料及び手数料 114 114

その他（受取利息） 4 4

純資産変動計算書

税収等 720 720

国県等補助金 72 72

合計 1≤704 1≤704 2≤476 2≤476 2≤956 2≤956
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≪資金収支計算書（現金預金の内訳）≫ （単位：百万円）

勘　定　科　目
本年度計上額

借方 貸方

人件費支出 444

物件費等支出 168

支払利息支出 22

税収等収入 708

使用料及び手数料収入 114

その他の収入（利息収入） 4

公共施設等整備費支出 288

貸付金支出 72

国県等補助金収入（投資活動収入） 72

地方債発行収入 216

合計 1≤114 994

解　説 　
各取引の仕訳（単位：百万円）
１ ≥ 業務収入

（借方）税
－ＣＦ－

収 等 収 入 72 （貸方）未
－ＢＳ－
収 金 72

税
－ＣＦ－

収 等 収 入 636 税
－ＮＷ－
収 等 636※

※　708－72＝636

（借方）使
－ＣＦ－

用料及び手数料収入 114 （貸方）使
－ＰＬ－

用料及び手数料 114

（借方）そ
－ＣＦ－

の 他 の 収 入 4 （貸方）そ
－ＰＬ－

の他（経常収益） 4

２ ≥ 業務収入以外の収入

（借方）国
－ＣＦ－

県等補助金収入（投資活動） 72 （貸方）国
－ＮＷ－

県 等 補 助 金 72

（借方）地
－ＣＦ－

方 債 発 行 収 入 216 （貸方）地
－ＢＳ－
方 債 216
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３ ≥ 業務支出

（借方）賞
－ＢＳ－

与 等 引 当 金 144 （貸方）人
－ＣＦ－

件 費 支 出 444

職
－ＰＬ－

員 給 与 費 300※

※　貸借差額

（借方）物
－ＰＬ－
件 費 168 （貸方）物

－ＣＦ－
件 費 等 支 出 168

（借方）支
－ＰＬ－
払 利 息 22 （貸方）支

－ＣＦ－
払 利 息 支 出 22

４ ≥ 業務支出以外の支出

（借方）土
－ＢＳ－

地 288 （貸方）公
－ＣＦ－

共施設等整備費支出 288

（借方）長
－ＢＳ－

期 貸 付 金 72 （貸方）貸
－ＣＦ－

付 金 支 出 72

５ ≥ その他の取引

（借方）減
－ＰＬ－

価 償 却 費 14 （貸方）建
－ＢＳ－

物 14

（借方）退
－ＰＬ－

職手当引当金繰入額 114 （貸方）退
－ＢＳ－

職 手 当 引 当 金 114

（借方）賞
－ＰＬ－

与等引当金繰入額 156 （貸方）賞
－ＢＳ－

与 等 引 当 金 156

（借方）未
－ＢＳ－
収 金 84 （貸方）税

－ＮＷ－
収 等 84

� 問題集　問題 １− ３
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